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2018/12　①6.50％　②7.47％　③7.37％

（月末値）
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2019 年１月号（Ｎｏ．１０９） 

インド景気は足元で回復の勢いがやや弱まっている。外需をみると、２０１８年１１月の輸出は前年比+０．８％

（前月は同+１７．９％）と大幅に減速した。主要製品別にみると、石油製品が４割増を続けたものの、機械製品と

宝石・宝飾品のいずれも２桁減に転じた。内需に関しても、１１月の新車販売台数が前年比-３．４％と再び前年水

準割れとなった。こうした中、１１月のコア産業生産指数は前年比+３．５％と２０１７年７月以来の低い伸びにとど

まった。もっとも、１２月の製造業ＰＭＩは５３．２（中立水準は５０）と依然として高水準で推移している。 

【今月のトピック：ＧＤＰ統計の改定が政治問題化】 インド統計局は、１１月２８日に２００４～１１年度のＧＤＰ（国内総生産）統計

の改定値を公表した。今回の改定は、１５年に導入した新たな統計基準を過去に遡って適用したものである。ところが、改定に

より現モディ政権の前のシン政権時代の成長率が軒並み下方修正されたため、野党は現政権の圧力による統計操作の疑惑

があると主張した。これに対し、統計局は、改定は利用データの拡充や推計方法の更新によるものであるとし、疑惑を強く否定

している。しかしながら、５月頃に予定される下院の総選挙を控え、統計改定の妥当性を巡る論争は続きそうである。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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グラフで見るインド経済 2019 年１月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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